	学習塾


学習塾は、地域の教育力を支える存在として、その役割と期待が高まっている。景気の影響を受けつつも、通塾者は増え、公教育と連携する動きもみられる。その一方、少子化の影響などにより、大手と中小事業者間の競合が激化し、特に中小事業者は、生徒や授業料の低減を余儀なくされ、廃業や後継者難に直面する事業者もある。近年は、少子化や事業者間競争の激化を背景に、生産性や効率性の向上を図り、消費者に信頼される業界となるための取組が進められている。
業界の概要
学習塾は、「小学生、中学生、高校生などを対象として、常設の施設において、学校教育の補習教育又は学習指導を行う事業所（校舎、教室）」である。学習塾には、進学塾や予備校（学校教育法に基づく教育を行う各種学校を除く）も含まれる（経済産業省）。
学習塾の起源は、江戸時代初期の私塾や寺子屋などで、大阪では、緒方洪庵（蘭学者）が開設した適塾が知られている。しかし、明治時代の公教育の発達に伴い、私塾の存在意義は一時低下した。
学習塾が現在のような形態で普及するのは、戦後、高度経済成長期の昭和40年代半ば以降である。最初は、学校・家庭教育の補習機関として発達し、50年代以降、補習機能に加え、進学校や中高一貫校などへの受験対策機能に対するニーズが高まった。その後、60年代以降、所得及び生活水準の向上、学歴重視の社会的な風潮、学校教育に対する不安などを背景に、学習塾に対する期待と関心が高まり、現在は、公教育に対する学習塾などの私教育のウェイトが高まっている。

学習塾の機能は、①進学指導、②補習指導、③総合指導（進学指導と補習指導を組み合わせた指導）で、各事業者は、単独あるいは複数の機能を担い、個別指導（一人の教師が3人以下の生徒に対し個別に指導）または集団指導（一人の教師が4人以上の生徒を指導）の方式による指導を行っている。これらの機能や指導方式は、事業所の組織体制、規模、経営方針、立地などによっても特徴付けられ、各学習塾の特徴や他塾との差異化に直結している。
　大阪府内の学習塾の位置
平成21年7月1日現在の大阪府内の事業所数は3,657、従業者数は27,745人で、対全国比は、それぞれ7.1％、8.3％である。事業所数のピークは平成3年であったが、近年は、事業所がやや減少する一方、従業者数はピーク時の水準にある。経営組織別では、法人よりも個人が多く、事業所全体の約6割を占める。また、従業者規模別では、全国より若干大きいものの、4人以下の事業所が約半数を占め、30人以上の事業所は3.2％に過ぎない。さらに、常用雇用者規模でみると、常用雇用者のいない事業所が事業所全体の27％を占める（総務省『事業所・企業統計調査』、『経済センサス』）。株式公開企業やフランチャイズの系列事業所もあるが、多くは小規模で、地域に密着して事業を展開している。
また、特定サービス産業実態調査においては、21年の事業所数3,204、従業者数24,096人、年間売上高（主業）780億7,500万円で、対全国比は、それぞれ6.4％、7.4％、8.2％である。事業所数は全国で4番目に、従業者数と年間売上高は全国で3番目に多い。雇用形態ではパート・アルバイトが68.9％と最も多く、正社員・正職員は16.9％と少ない。

所在地別では、大阪市内に31％、東大阪地域に23％、北大阪地域に20％、泉州地域に18％、南河内地域に7％の事業所が立地している（NTTのiタウンページ）。
需要は総体的に底堅い
全国の通塾率は、昭和60年から平成19年にかけて、小学生全体で16.5％から25.9％に、中学生全体で44.5％から53.5％に増加した。19年の通塾率は、小中学生とも、学年が上がるにつれて上昇し、小学生では15.9～37.8％、中学生では45.1～65.2％である（文部科学省[2008]『子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告』）。また、大阪府における通塾率（家庭教師含む）は、小学校6年生で52.8％、中学校3年生で73.3％と、いずれも前年度をそれぞれ3.4％、4.8％上回っている（文部科学省『全国学力・学習状況調査』2008年4月実施）。
通塾率や子ども一人当たりの教育費は上昇しているが、少子化に伴い1世帯当たりの補習教育の支出額は、近年、横ばいの傾向にある（総務省『家計調査年報』）。また、学習塾の平均月謝（19年11月）は、小学校低学年が11,988円、高学年が18,472円、中学生が26,064円で、これらの金額は、調査のたびに増えている。教育は「聖域」と称せられるように、需要は総体的に底堅いが、地域によっては、バブル期の60％水準に塾生が減少している事業者もある。業界では、過去の経験から、景気後退の影響が2～3年後に生じるとみており、最近の景況から今後の動向は厳しいとみている。
大手と中小の競合が激化
少子化の影響などにより、他府県を含む大手学習塾の教室進出が相次ぎ、従来の地域や通塾対象による棲み分けが困難となり、大手と中小の競合が激化している。広告宣伝力、資金力、合格実績数などで不利な中小事業者は、塾生の減少や授業料の値下げを余儀なくされ、10年前のピーク以降、塾生や授業料が2～3割程度下降した事業者もある。保護者の塾選びにおいて、知名度や合格実績を重視する傾向が進んでいるが、中小事業者は口コミによって地道に塾生を獲得しており、具体的なターゲットや独自の教育理念を表明し、地域に根付いて長年事業を展開し、一定の評価を得ている事業者は相対的に健闘している。しかし、上位校希望者など合格実績を重視する生徒は、大手に通塾するケースが多く、中小事業者は、学力中位層以下の受け皿となる特徴がみられ、さらに塾生を増やすことは困難な状況である。
サービスが多様化する一方で、原点への回帰も
通塾者が塾の学習を好きな理由は、「先生の教え方のわかりやすさ」や「学校で教えてくれないことを教えてくれる」（文部科学省[2008]）などで、学習塾にとって、教材研究を含む教務力が重要な経営資源である。
教務力は講師の力量によって左右されるが、多数の専任講師を雇用できない中小事業者では、塾長や経験豊富な専任講師が大半の授業を担当するケースもみられる。また最近では、保護者や塾生の要望として、塾生の学力や進度に応じて指導する個別指導のニーズが高まっている。個別指導は、主にアルバイトなどの非常勤の講師が担当し、また、授業料が割高であることから、多くの事業者がサービスを提供している。
このほか、大手事業者を中心に教材の電子化が進展している。パソコン、携帯端末、タブレット（多機能携帯端末）、映像教材の活用など、情報技術を活用した授業が一般化しており、学習効率の向上や講師の人員抑制に寄与している。ただし、すべての事業者が教材の電子化が良いと評価し推進しているわけではなく、従来型の指導方法が最善と評価し、継続する事業者も少なくない。
各社と業界の戦略は「信頼」がキーワード
　学習塾の開業には、資格や許可が必要とされないため、競合の激化の中で、教育サービスの質を維持・向上し、消費者から信頼される業界であることが重要である。事業者の中には、保護者、塾生とのコミュニケーションを重視し、生活面の指導や個人面談を重視し、信頼関係の構築に努めているところもある。また、業界団体では、自主基準に基づく正当な契約の履行、検定制度を活用した講師の資質向上、各塾で蓄積されたノウハウや成功事例の共有など、良質な教育サービスの提供に向けた取組を進めている。このほか、大手では、国内市場の縮小に対応するため、海外市場の開拓に取り組む事業者もある。こうした消費者との信頼関係の構築やグローバル化の必要性を受けて、22年9月に発行されたISO29990（非公式教育・訓練のための学習サービス‐サービス事業者を対象とした基本的要求事項）の認証取得を推進する動きもみられる。業界は、教育の視点に加えて、サービス産業の視点を強めており、各事業者のノウハウや情報の共有化を進め、各事業者の教務力の向上につなげようとしている。
教育政策との関係の深化
学習塾の経営は、教育制度や政策の影響を大きく受ける。最近の例では、第一に私立高等学校の学費無償化である。世帯年収によって学費の全額または10万円を超える金額の支援が受けられる政策は、地域によって公立高校の志願者と通塾者の減少をもたらす一方、進学先の選択先が増えると評価する事業者もあり、評価は分かれる。しかし総体的に、上昇志向を持つ生徒と持たない生徒の二極化が進行し、塾離れを起こすことが懸念されている。第二に大東市の学校教育の補習への協力である。一教科千円で土曜日に開講されているが、公教育の現場において学習塾のノウハウを求める動きが進展している。第三に、公教育においてPISA（OECDの学習到達度調査）を取り入れる動きが進展しており、PISAが求める自らの考えを文字化できる総合力は、産業界の要求とも合致するものであり、今後、学習塾の指導内容にも影響を及ぼすと考えられる。
このように、学習塾と公教育の関係は深化している。
今後の見通し

学習塾は、教育と産業の両側面を持ち、従来は教育の視点が勝っていた。しかし、近年は少子化に伴う競争の激化により、サービス産業として発展・成熟する方策を検討し実践することが課題になっている。今後、家庭（保護者）、学校と一体となり、地域の教育力を支え得る地道な取組が求められる。
（天野　敏昭）
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	昭和61年
	3,133
	17,545
	5.6
	34,367
	161,912
	4.7
	
	15年
	2,634

	平成 3年
	3,802
	25,311
	6.7
	45,856
	262,889
	5.7
	
	16年
	2,860

	8年
	3,748
	24,284
	6.5
	49,586
	276,086
	5.6
	
	17年
	2,556

	11年
	3,525
	21,672
	6.1
	48,656
	256,062
	5.3
	
	18年
	2,787

	13年
	3,515
	22,978
	6.5
	51,120
	276,518
	5.4
	
	19年
	2,658

	16年
	3,258
	23,021
	7.1
	49,198
	280,477
	5.7
	
	20年
	2,630

	18年
	3,407
	25,324
	7.4
	51,625
	315,006
	6.1
	
	21年
	2,796

	21年
	3,657
	27,745
	7.6
	51,726
	332,541
	6.4
	
	22年
	2,719


資料：総務省『事業所･企業統計調査報告』（昭和61年～平成18年）、同『経済センサス』（21年）同『家計調査』（１世帯当たり年平均１か月間の支出・二人以上の世帯／農林漁家世帯を含む）

（注）平成21年の『経済センサス』のデータは、18年以前のデータとの連続性はない。
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